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４ 第 66 条の２の２《株式等を対価とする株式の譲渡に係る所得の計算の特例》関係 

 

【制度の概要】 

 法人が、その有する株式を発行した他の法人を株式交付子会社とする株式交付によりその

株式を譲渡し、その株式交付に係る株式交付親会社の株式の交付を受けた場合（その株式交付

により交付を受けた株式交付親会社の株式の価額がその株式交付により交付を受けた金銭の

額及び金銭以外の資産の価額の合計額のうちに占める割合が80％に満たない場合を除く。）に

は、その譲渡した株式の譲渡損益のうちその交付を受けた株式交付親会社の株式に対応する

部分の計上を繰り延べる制度が創設された。 

 

  


